
政策 き

市子ども子育て支援事業計画を策定する。
一般・3民生費・3児童福祉費・3保育所費 子ども育成課

・子ども・子育て支援事業計画に沿って、事業等を確実に運用、運営する。

事　業　概　要 施策内順位 ・複合型中心拠点誘

る

導施設内建設に伴い、病児病後児保育事業、ファミリーサポートセンター事業について、市民ニーズ

を捉えた事業を行うための適切な準備を進める。
1/12子育て世帯への支援・子どもの成長支援の総合的な展開を平成

人

２７年度施行の「子ども・子育て支

援新制度」により図る。また、新制度による新たな認

事

定・給付システムの運

　

用を準備・運用・運営

務

市長公約事項
する。そ

　

のため、就学前の子育

事

て支援に関係する事業

　

（私立保育園、認定こ

が

業

ども園、家庭的保育事

　

活
動
指
標

指　標　名 単

名

　位 平成31年度 平成

新

32年度 平成33年度

規

業等）を統合的に所管

・

・実施する。 無 待機児

継

童数
人 0 0 0

投
入
指
標

続

平成31年度 平成32

子

年度 平成33年度

年度

育

別事業費 373,37

育

て

5 千円 319,092

世

千円 432,975 千

帯

円
特
定
財
源

国・県支出

が

金 209,647 千円

安

252,072 千円 2

全

08,028 千円 特　

に

記　事　項

地 　方 

通

　債 0 千円 0 千円 0 千

園

円 【事業名変更：（変

さ

更後）子ども・子育て

つ

せ

支援事業費】

そ 　の

ら

 　他 24,612 千

れ

円 48,738 千円 4

る

8,738 千円

一　般

保

　財　源 139,11

育

6 千円 18,282 千

の

円 176,209 千円

場を提

ま

供して

事

、

　務　事　業　名 新規

保

・継続 梅花教育に必要

護

な子どもの学ぶ環境に

者

は、適切な身体の成長

が

を保障することも不可

安

欠であるため、全身運

心

動を

目　　的 すること

ち

し

によって、脳の前頭前

て

野が活性化し、感情を

子

コントロールする力（

育

＝注意力や抑制力、判

て

断力）を養
運動遊び事

の

業 継続
うとともに丈夫

で

な体をつくる。

会計・

き

款・項・目 所　　管　

る

　課 平  成  31

環

  年  度  の 

施

境

 目  標

・委託方式

に

に捉われず、各園の保

す

育士による実施等の方

る

法について検討を進め

た

る。
一般・3民生費・

め

3児童福祉費・3保育

。

所費 子ども育成課
・事

目

業効果を検証するため

　

の各種データの検討及

　

び収集を行う。

事　業

策

的

　概　要 施策内順位

学

保

力・体力・道徳心の向

育

上のための「運動遊び

所

」の実践（脳科学の視

運

点から、３歳から５歳

営

までの
11/12幼児

事

期の全身運動が「ここ

業

ろ」と「からだ」ひい

継

ては学力向上に大きく

続

影響するという考えか

１

１

会

ら）

・公立保育園全園

計

、私立保育園全園、子

・

どもセンター（こもロ

款

ッジ）、ひまわり園で

・

、また、希望
市長公約

項

事項
する私立幼稚園及

・

び小学校で運動保育士

目

による巡回指導の実施

所

活
動
指
標

指　標　名 単

　

　位 平成31年度 平成

－

　

32年度 平成33年度

管

・事業推進のため保育

　

園・幼稚園・小学校関

　

係者等に対する研修会

課

・講演会等の開催 無 プ

平

ログラム実施保育園数

 

園 10 10 10
・保護

 

者への事業啓発のため

成

、親子運動遊び教室の

 

開催

投
入
指
標

平成31

２

 

年度 平成32年度 平成

3

33年度 プログラム実

1

施日数
日 162 162

 

162
年度別事業費 4

 

,541 千円 2,88

年

2 千円 0 千円
特
定
財
源

 

国・県支出金 0 千円 0

 

千円 0 千円 特　記　事

度

　項

地 　方 　債 0

 

千円 0 千円 0 千円

そ 

安

 

　の 　他 0 千円 0 千

の

円 0 千円

一　般　財　

 

源 4,541 千円 2,

 

882 千円 0 千円

目  標

・子

心

ども・子育て支援事業

し

計画に沿った事業等を

て

遂行する。
一般・3民

子

生費・3児童福祉費・

ど

3保育所費 子ども育成

も

課
・保育所の安全対策

心

を

を徹底する。

事　業　

産

概　要 施策内順位 ・保

み

育園給食調理員は全員

育

が臨時職員であり離職

て

も多いことから、将来

る

的に安定的なサービス

こ

の提供、また会計年度

と

任用

０歳から５歳まで

が

の乳児又は幼児を子育

で

てする保護者が、就労

豊

き

等により保育を必要と

る

する場合に対 職制度の

環

導入による人件費の増

境

加を考慮して専門業者

づ

への委託検討を進める

く

。
2/12して保育を

り

するため、公立保育園

に

（児童福祉法第39条

、

による保育施設）を運

社

営する。

市長公約事項

か

会

活
動
指
標

指　標　名 単

全

　位 平成31年度 平成

体

32年度 平成33年度

（

一部 待機児童数
人 0 0

み

0

投
入
指
標

平成31年

ん

度 平成32年度 平成3

な

3年度

年度別事業費 3

）

54,491 千円 31

で

5,475 千円 299

取

,071 千円
特
定
財
源

で

り

国・県支出金 3,20

組

0 千円 3,211 千円

み

3,157 千円 特　記

ま

　事　項

地 　方 　

す

債 0 千円 0 千円 0 千円 保育所の運営について、施設の老朽化や統廃合、民営化などの課題がある。

そ 　の 　他 13,200 千円 1

自

20,915 千円 117,004 千円 社会環境の変化により、３歳未満児の入所ニーズが増えており、保育士不足が懸念される。 

一　般　財　源 338,091 千円 191,349 千円 178,910 千円

立

事　務　事　業　名 新規・継続 法律に従った子育て支援の事業・給付を適切に提供し、子育て世帯への支援

で

を行い子どもの健全な成長を保障

目　　的 する環境を整備する。
子ども・子育て支援事業 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  31  年  度  の  目  標

・市民保育ニーズ調査に基づく、第２期小諸



政策 き

・適正に補助金を交付する。
一般・10教育費・1教育総務費・2学校運営費 子ども育成課

・新制度導入に併せて教育行政が担うべき幼児期の教育へ負担金を交付し、当該教育の私立園での実施を検討する。

事　業　概　要

る

施策内順位 ・将来的な子どもの人口や１歳児保育の増加など保育ニーズを的確に捉え、公私立保育園及び私立幼稚園等の市内全ての

・私立幼稚園運営補助金の交付 保育施設での受け入れについて全体での協議検討を進める。

人

12/12・幼稚園就園奨励費補助金の交付

市長公約事項

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成

事

31年度 平成32年度

　

平成33年度

無 該当件

務

数に対する補助金交付

　

件数の割合
％ 100 1

事

00 100

投
入
指
標

平

　

成31年度 平成32年

が

業

度 平成33年度

年度別

　

事業費 85,560 千

名

円 81,985 千円 8

新

1,985 千円
特
定
財

規

源

国・県支出金 22,

・

379 千円 25,57

継

0 千円 25,570 千

続

円 特　記　事　項

地 

子

　方 　債 0 千円 0 千

育

円 0 千円

そ 　の 　

育

て

他 0 千円 0 千円 0 千円

世

一　般　財　源 63,

帯

181 千円 56,41

が

5 千円 56,415 千

安

円

全に通園さ

つ

せ

事　務　事　業　名 新

ら

規・継続 　乳幼児の子

れ

育てについて、保護者

る

の孤立化などが原因で

保

、十分な育児ができな

育

い状況が見受けられる

の

ことか

目　　的 ら、子

場

育て環境の充実のため

を

、乳幼児親子へ施設サ

提

ービスを提供し、保護

ま

供

者の安定した育児を支

し

援する。また
子どもセ

、

ンター運営事業 継続
、

ま

放課後に児童生徒が安

た

全安心で過ごすことが

保

できる場所を提供し、

護

健全な育成を図る。

会

者

計・款・項・目 所　　

が

管　　課 平  成  

安

31  年  度  

ち

心

の  目  標

・保護

し

者がサービスを必要と

て

したときに選択肢の一

子

つとして検討できるよ

ど

う、周知活動を積極的

も

に行う。
一般・10教

を

育費・4子育て支援費

預

・1子育て支援費 子ど

け

も育成課
・実施してい

ら

る施設サービス・事業

施

れ

などについて、第２期

る

子ども子育て支援事業

環

計画の基礎とするニー

境

ズ調査結果から、

事　

を

業　概　要 施策内順位

整

各種事業のこれまでの

え

参加人数等を踏まえ、

目

改善等の検討をはじめ

　

る。

・乳幼児期の子育

　

て環境の向上のため親

策

的

子が安心して過ごすこ

る

とのできる施設運営

ため。
保育

8/12・

所

子育てについて情報を

建

発信し、必要な育児相

設

談を日常的に実施

・放

１

１

事

課後の児童生徒の安全

業

対策、健全育成のため

新

の施設運営
市長公約事

規

項

活
動
指
標

指　標　名

会

単　位 平成31年度 平

計

成32年度 平成33年

・

度

無 出生届け時・小学

款

校入学説明会での案内

・

配布率
％ 100 100

項

100

投
入
指
標

平成3

－

・

1年度 平成32年度 平

目

成33年度 利用者数
人

所

43,000 43,0

　

00 42,000
年度

　

別事業費 25,089

管

千円 23,082 千円

　

23,082 千円
特
定

　

財
源

国・県支出金 5,

課

300 千円 5,245

平

千円 5,245 千円 特

２

 

　記　事　項

地 　方

 

 　債 0 千円 0 千円 0

成

千円

そ 　の 　他 4

 

1 千円 66 千円 66 千

 

円

一　般　財　源 19

3

,748 千円 17,7

1

71 千円 17,771

 

千円

 年

安

  度  の  目 

心

 標

芦原保育園及び中

し

央保育園の再構築に向

て

け、園舎建設のための

子

準備として以下を実施

ど

する。
一般・3民生費

も

・3児童福祉費・3保

心

を

育所費 子ども育成課
・

産

園舎建設に係る基本設

み

計等業務（基本計画、

育

造成計画、施設計画）

て

事　業　概　要 施策内

る

順位 ・（都市公園）南

こ

城公園内での建設に係

と

る開発行為申請業務

０

が

歳から就学前までの乳

で

幼児期は、生涯にわた

豊

き

る人間形成の基礎が培

る

われる極めて重要な重

環

要な時
3/12期であり、乳

境

幼児の健やかな育ちを

づ

保障するための環境整

く

備が不可欠である。

現

り

在７園ある公立保育園

に

の中でも、建設から約

、

４０年が経過し、老朽

社

化が著しく進行してい

か

会

る「芦
市長公約事項

原

全

保育園」と「中央保育

体

園」について、将来的

（

な子どもの減少及び効

み

率的な保育園運営のた

ん

め、利

活
動
指
標

指　標

な

　名 単　位 平成31年

）

度 平成32年度 平成3

で

3年度

用していない南

取

城公園５０ｍプールに

で

り

統合園を建設する。 無

組

１歳児保育増加等、現

み

状の保育ニーズに合っ

ま

た保育園の
人 0 0 0

開

す

園まで待機児童が発生しない状態を維持する。

投
入
指
標

平成31年度 平成32年度 平成33年度

年度別事業費 16,500 千円 86,

自

052 千円 322,000 千円
特
定
財
源

国・県支出金 0 千円
80,700 千円 305,900 千円

特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円

0 千円 0 千円

そ 　の 　他 0 千円 0 千円 0 千円

一　般　財　源 16,500 千円 5,

立

352 千円 16,100 千円

事　務　事　業　名 新規・継続 安心して子育てができる環境整

で

備の一環として、補助金を交付することにより幼稚園運営や就園家庭を支援し

目　　的 、幼児教育の推進を図る。
私立幼稚園補助事業 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  31  年  度  の  目  標



政策 き

」実現に向け、計画的に職員配置・施設改修などの検討を行う。

事　業　概　要 施策内順位 ・東児童館が手狭であることから使用していない東っ子クラブの活用を具体的に検討する。

・児童に健全な遊びを通して、その健康

る

を増進し、又は情操を豊かにする施設の運営
9/12・18歳未満のすべての子どもを対象とし、遊び及び生活の援助と地域における子育て支援を行い、

子どもを心身ともに健やかに育成する。
市長公約事項

活
動
指
標

指　標

人

　名 単　位 平成31年度 平成32年度 平成33年度

無 該当小学校の新入学児童に対する保

事

護者説明会の実施割
％

　

100 100 100
合

務

投
入
指
標

平成31年度

　

平成32年度 平成33

事

年度

年度別事業費 33

　

,359 千円 28,5

が

業

43 千円 28,543

　

千円
特
定
財
源

国・県支

名

出金 0 千円 0 千円 0 千

新

円 特　記　事　項

地 

規

　方 　債 0 千円 0 千

・

円 0 千円 平成27年度

継

より事業名「児童館等

続

運営事業」に修正

そ 

　

　の 　他 2,407

子

千円 2,438 千円 2

育

育

,438 千円

一　般　

て

財　源 30,952 千

環

円 26,105 千円 2

境

6,105 千円

の充実のため

事　務　

つ

、

事　業　名 新規・継続

児

児童生徒一人ひとりの

童

ニーズや特性に応じた

生

適切な指導・支援・環

徒

境を整備し、保護者や

の

関係機関と連携を取

目

放

　　的 りながら、個の

課

特性を最大限に伸ばす

後

。
就学指導支援事業 継

の

続

会計・款・項・目 所

ま

安

　　管　　課 平  成

全

  31  年  度

安

  の  目  標

・

心

保健師と連携し幼稚園

し

・保育園等への巡回訪

て

問及び就学相談を実施

生

することにより、幼児

活

期からの情報の一元化

で

を図る
一般・10教育

き

費・4子育て支援費・

ち

る

2子ども相談費 子ども

場

育成課
・配慮を要する

所

子ども資料票等を基に

を

特別支援コーディネー

提

ターとの連携を図り、

供

支援体制を構築すると

し

共に保護者と学

事　業

、

　概　要 施策内順位 校

健

等が連携して子どもに

全

必要な教育的支援が継

施

な

続できるようにする。

育

・配慮を要する児童生

成

徒への適切な就学指導

を

及び教育支援を行なう

図

・教育的支援がその子

る

にあった支援になって

と

いるかの見直しを学校

目

等と確認していく。
5/12

　

市長公約事項

活

　

動
指
標

指　標　名 単　

策

的

位 平成31年度 平成3

と

2年度 平成33年度

一

も

部 教育相談での心理検

に

査実施数
数 70 70 7

就

0

投
入
指
標

平成31年

労

度 平成32年度 平成3

し

3年度

年度別事業費 4

て

,666 千円 4,90

い

0 千円 4,900 千円

る

特
定
財
源

国・県支出金

１

１

保

0 千円 0 千円 0 千円 特

護

　記　事　項

地 　方

者

 　債 0 千円 0 千円 0

の

千円 「障害のある児童

負

生徒等に対する早期か

担

らの一貫した支援につ

を

いて」（文科初通知第

軽

７５６号）のなかで、

減

就学先の決定

そ 　の

さ

 　他 0 千円 0 千円 0

－

せ

千円 のみならずその後

る

の一貫した支援につい

施

ても助言を行なう観点

設

から、機能拡充を図る

サ

とともに、「教育支援

ー

委員会」と言

一　般　

ビ

財　源 4,666 千円

ス

4,900 千円 4,9

を

00 千円 った名称が適

提

当であると方針が示さ

２

供

れたので、「就学指導

す

」から「教育支援委員

る

会」に変更した。

。
児童クラブ運

安

営事業 継続

会計・款・

心

項・目 所　　管　　課

し

平  成  31  

て

年  度  の  目

子

  標

・子ども子育て

ど

支援事業計画の数年後

も

に向けた施設や職員の

心

を

在り方を意識し、計画

産

に沿った運営を行う。

み

一般・10教育費・4

育

子育て支援費・1子育

て

て支援費 子ども育成課

ることがで

豊

き

事　業　概　

る

要 施策内順位

環境

・保護

づ

者が、就労等により保

く

育を必要とする児童に

り

対し、放課後の安全確

に

保と、保護者に代わり

、

健
10/12全な育成を

社

図る施設の運営

市長公

か

会

約事項

活
動
指
標

指　標

全

　名 単　位 平成31年

体

度 平成32年度 平成3

（

3年度

無 該当小学校に

み

おける新入学児童の保

ん

護者説明会の実施割
％

な

100 100 100
合

）

投
入
指
標

平成31年度

で

平成32年度 平成33

取

年度

年度別事業費 12

で

り

,997 千円 11,2

組

58 千円 11,258

み

千円
特
定
財
源

国・県支

ま

出金 5,634 千円 5

す

,910 千円 5,910 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　の 　他 2,400 千円 2,424 千円 2,4

自

24 千円

一　般　財　源 4,963 千円 2,924 千円 2,924 千円

事　務　事　業　名

立

新規・継続 ・18歳未満のすべての子どもを対象とし、遊び及び生活の援助と地域における子育て支援を行い、子どもを　

目　　的 心身ともに健やかに育成することを目的とする。
児童施設運営事業 継続

会計・款・項・目 所

で

　　管　　課 平  成  31  年  度  の  目  標

・子ども子育て支援事業計画及び新制度に沿った施設運営を行う。
一般・10教育費・4子育て支援費・1子育て支援費 子ども育成課

・計画の数年後の「目標
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　　課 平  成  31  年  度  の  目  標

・通室している不登校児童生徒の学習、生活支援、適応指導を行い、在籍校及び進学校復帰への支援を行なう。
一般・10教育費・4子育て支援費・2子ども相談費

る

子ども育成課
・長期欠席による家庭内引きこもりの児童生徒に対し、家庭及び学校等と連携を図り登校支援等を行なう。

事　業　概　要 施策内順位 ・集団生活への不適合等悩みを抱えている児童・生徒・保護者・担任等から

人

の相談に乗り、教育的支援が受けられるよう

・幼児、児童及び生徒に関する教育相談並び

事

に不登校改善等の教育

　

的支援を行なう。 関係

務

機関と連携して対応し

　

ていく。
6/12

市長

事

公約事項

活
動
指
標

指　

　

標　名 単　位 平成31

が

業

年度 平成32年度 平成

　

33年度

一部 センター

名

職員による相談訪問件

新

数
回 480 480 48

規

0

投
入
指
標

平成31年

・

度 平成32年度 平成3

継

3年度 中間教室に通室

続

している児童生徒の在

子

籍校等への復帰率
％ 2

ど

0 20 20
年度別事業

育

も

費 10,136 千円 1

の

0,640 千円 10,

置

640 千円
特
定
財
源

国

か

・県支出金 0 千円 0 千

れ

円 0 千円 特　記　事　

て

項

地 　方 　債 0 千

い

円 0 千円 0 千円 教育支

る

援センター通室が出席

家

扱いになるようになり

庭

、必ず在籍校の復帰を

つ

状

目標としなくても、通

況

えるところでよいと判

等

断

そ 　の 　他 0 千

を

円 0 千円 0 千円 してい

的

くため、復帰率を変更

確

した。

一　般　財　源

に

10,136 千円 10

捉

,640 千円 10,6

え

40 千円

、

ま

子どもや家

事　務　事　業

庭

　名 新規・継続 学校生

に

活を有意義に過ごすた

最

めに、集団不適応、発

も

達障がいや介助等の特

効

別な教育的支援を要す

ち

果

る児童生徒が

目　　的

的

在籍する学級に支援員

な

を配置し、個々の発達

援

を支援することにより

助

、学級・学校運営の円

が

滑化をめざす。
特別支

行

援教育等推進事業 継続

な

会計・款・項・目 所　

え

　管　　課 平  成 

る

 31  年  度 

施

よ

 の  目  標

・支

う

援が必要な児童生徒へ

に

の支援体制を学校と協

、

議を行ない、効率的な

関

支援体制・配置を行な

係

う。
一般・10教育費

機

・4子育て支援費・2

目

子ども相談費 子ども育

　

成課
・子どもの状況を

　

学校と情報共有し、特

策

的

別支援コーディネータ

関

ーや教育支援センター

と

、相談員とも連携した

連

支援が行なえ

事　業　

携

概　要 施策内順位 るよ

し

うにする。

・学校運営

て

を補助し、特別支援学

相

級に在籍する児童生徒

談

や配慮を要する児童生

や

徒への支援を行うた ・

１

１

支

支援員や特別支援教育

援

に関わる先生等のスキ

を

ルアップや中心となる

行

指導者の資質向上のた

う

め、研修を行なう。
4/12

。

めに支援員を配

家

置する。

・支援員や特

庭

別支援教育に関わる先

児

生等のスキルアップや

童

指導者となっていける

－

相

ようにするため、
市長

談

公約事項
研修や講演会

事

等を実施する。

活
動
指

業

標

指　標　名 単　位 平

継

成31年度 平成32年

続

度 平成33年度

全て 支

会

援員の配置数
数 21 2

計

3 23

投
入
指
標

平成3

・

1年度 平成32年度 平

款

成33年度

年度別事業

２

・

費 40,600 千円 3

項

8,500 千円 38,

・

500 千円
特
定
財
源

国

目

・県支出金 0 千円 0 千

所

円 0 千円 特　記　事　

　

項

地 　方 　債 0 千

　

円 0 千円 0 千円

そ 　

管

の 　他 0 千円 0 千円

　

0 千円

一　般　財　源

　

40,600 千円 38

安

課

,500 千円 38,5

平

00 千円

  成  31 

心

 年  度  の  

し

目  標

・関係機関や

て

学校・幼稚園・保育園

子

・児童館と連携して、

ど

きめ細かい家庭相談と

も

支援ができる体制を引

心

を

き続きつくる。
一般・

産

10教育費・4子育て

み

支援費・2子ども相談

育

費 子ども育成課
・保健

て

師等専門職や児童館・

る

保育園等と定期的な情

こ

報交換の場を設け、ハ

と

イリスク家庭の情報を

が

共有し虐待等に繋がる

で

不

事　業　概　要 施策

豊

き

内順位 安要素を全体で

る

共有し対応する。

・児

環

童福祉の充実と養育や

境

家庭の経済状況等の様

づ

々な問題からくる、児

く

童の家庭環境の整備や

り

支援
7/12と相談を

に

行う。

市長公約事項

活

、

動
指
標

指　標　名 単　

社

位 平成31年度 平成3

か

会

2年度 平成33年度

一

全

部 家庭児童相談員のハ

体

イリスク家庭の支援会

（

議数
件数 24 24 24

み

投
入
指
標

平成31年度

ん

平成32年度 平成33

な

年度

年度別事業費 2,

）

443 千円 2,350

で

千円 2,350 千円
特

取

定
財
源

国・県支出金 3

で

り

4 千円 0 千円 0 千円 特

組

　記　事　項

地 　方

み

 　債 0 千円 0 千円 0

ま

千円 ＊児童福祉法（第

す

十条）　市町村は、次に掲げる業務を行わなければならない。（児童及び妊産婦の福祉に関し、必要な

そ 　の 　他 0 千円 0 千円 0

自

千円 実情の把握に努めること。必要な情報の提供を行うこと。家庭その他からの相談に応ずること並びに必要な調査及び指導

一　般　財　源 2,409 千円 2,350 千円 2,350 千円 を行うこと並びにこれらに付随する

立

業務を行うこと。） 

事　務　事　業　名 新規・継続 様々な原因により集団生活への不適応

で

や不登校となっている児童生徒の課題の改善を図るために、教育相談・

目　　的 適応指導等の教育支援を行い、不登校改善や教育相談による支援の充実を目指す。
教育支援センター等運営事業 継続

会計・款・項・目 所　　管

支援員から不登校支援講師に振り替えたため、配置数を変更した。
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務　事　業　名 新規・

る

継続

投
入
指
標

平成31

人

年度 平成32年度 平成

が

33年度

年度別事業費

育

166,119 千円 1

つ

66,523 千円 16

ま

6,523 千円
保育所

ち

費給与費 継続
特
定
財
源

施

国・県支出金 0 千円 0

策

千円 0 千円

会計・款・

１

１

項・目 所　　管　　課

－

地 　方 　債 0 千円

２

0 千円 0 千円

そ 　の

安

 　他 109,104

心

千円 100,000 千

し

円 100,000 千円

て

一般・3民生費・3児

子

童福祉費・3保育所費

ど

子ども育成課
一　般　

も

財　源 57,015 千

心

を

円 66,523 千円 6

産

6,523 千円

み育てることがで

豊

きる環境づくりに、社

か

会全体（みんな）で取

で

り組みます

自立で

事　
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